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エコプロダクツの普及に関するマーケティング戦略の一考察

トヨタ 「プリウス」のケース 稲 田 賢 次32531295



世界史における日本型システムの位置

コモンロー思想との対比において 薮 野 正 明32771319

事業所向け補助金事業の事業評価

「東京都商店街パ ワーアップ基金事業」を事例 として

山 北 晴 雄32971339

情報化社会の進展とマーケティングにおける製品開発

消費者の欲望に対する認識も含めて 松 井 温 文33151357

日本の大手製薬企業におけるM&Aの 深化

競争優位の確立に向けて 宮 重 徹 也33331375

大規模アプリケーション開発における中国オフショアの利用について

橋 本 雅 司33471389

ハイブリッド構成のビジネスインテリジェンスシステム

山 北 和 司33591401

社会人に対する情報倫理教育の必要性

職業訓練委託制度か ら見たカリキュラムの考察

矢 野 芳 人33711413

文系学部における理系専門科目教育の問題点とその解決策

小テス トを使った授業改革 大 村 雄 史33891431

企業財務報告における気候変動関連情報の開示 川 原 尚 子34151457

モバイル ・サイ トを活用 した企画実験の試み

Hiマ ナビ・アンケー ト・コンテス ト ……… 川 村 洋 次34451487

クラウ ド端末としてのiPhone

パラダイムシフ トの予兆 北 門 達 男34571499

日程計画のためのクリティカル ・チェーン ・スケジュー リングについて

羽 藤 憲 一34751517

会計の歴史と理論のはざま

A.モ クスターの場合 林 良 治34871529

公的中小企業支援機関に属するコーディネータの中小企業支援と産学官連携

支援の活動体験についてのアンケー ト調査とその結果報告

牧 浦 健 二 ・ 辻 一 幸35131555



会計上の価値概念 に関す る考察

公正価値 山 口 忠 昭35571599

ExcelUserForm課 題 の自動採点 システムの試作……… 田 中 敬 一35731615

グル ープ経営の展開 と出向 ・転籍

A社 グルー プの ケー ス 團 泰 雄35871629

大 学 における大人数 プログラ ミング実習支援 システム開発史 に関す る考察

靹 大 輔36071649

eク チ コ ミを活用す る レコメンデー シ ョンサー ビスの可能性 に関す る定量調査

藤 本 和 則 ・ 玉 置 了36171659

組 織 に対す る帰属意識が従業員の心の健康 に及 ぼす影響

松 山 一 紀36391681

地 域 メディアを媒介 と した 「市民間対話」 と市民活動の活動 システム分析

地域SNS「 ごろ っとや っちろ」 の事例 を中心 に

東 郷 寛36551697

回 顧 録

IT教 育 今昔 田 中 弘36871729
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近 畿 大学 商経 学会 規約

第1条(会 の名称)

本会 の名称 を 「近 畿大学商経学会」(TheSocietyofBusinessStudies,Kinki

University)と する。

第2条(会 の設置場所)

本会の事務所を近畿大学経営学部資料室に設ける。

第3条(会 の目的)

本会は近畿大学における商学,経 営学分野関連の研究 ・教育の成果を発表する機会を

提供することで構成員の学問業績の蓄積を手伝ったり,構 成員の挙げた優れた業績を表

彰することでその業績を世に知 らしめることを目的とする。そのため,学 術誌の 「商経

学叢」の発行,ワ ーキングペーパーの管理,講 演会やセミナーの開催,研 究書,教 科書,

啓蒙書等の発行などを行う。

第4条(会 の組織)

本会は経営学部長を会長とし,経 営学部長が委嘱する編集委員会が運営する。会員の

範囲は,近 畿大学経営学部,経 済学部の専任教員,特 任教員,大 学院博士後期課程満期

退学者,大 学院博士後期課程在学生とする。また,経 営学部,経 済学部とその前身であ

る商経学部の名誉教授は終身会員とする。

第5条(会 の予算期間)

本会の予算期間は4月1日 か ら翌年3月31日 までとする。活動経費は経営学部の予算

内で行う。

第6条(商 経学叢の投稿資格)

商経学叢に投稿できる者は,原 則,本 会の会員であるが,発 行する各号の企画に応 じ

て会員以外に論文を依頼することがある。投稿規程は別に定める。



第7条(著 作権について)

商経学叢を含む商経学会の発行図書に寄稿 した者はその著作物が採用された時点でそ

の著作権を近畿大学商経学会に譲渡 したものと見なす。著書,講 演会のビデオ映像等に

関 しても商経学会の発行図書と同様に扱う。

第8条(ワ ーキングペーパー)

ワーキングペーパーはその論文が製作されてか ら印刷 ・出版されるまでの間の修正過

程でその著者の著作物であることを確認,保 護する目的で公表するものであり,本 会が

これを管理する。ワーキングペーパーの提示期間は3年 とし,発 表者は印刷される段階

でその雑誌名や発行時期,発 行所について報告 しなければな らない。その後はワーキン

グペーパー本文の管理は停止 し,印 刷 ・出版されたときにはその旨の記録を残す。



近畿 大学 商経 学叢 投稿 規程

本誌は,近 畿大学における商学,経 営学分野関連の研究 ・教育の成果を発表する学術雑

誌である。

1.近 畿大学商経学会会員は,論 文,研 究ノー ト,資 料,書 評を本誌に投稿することがで

きる。共著の場合には,共 著者のうち少な くとも一人(第 一筆者)が 会員であることと

する。また,大 学院博士後期課程在学生および大学院博士後期課程満期退学者が単著論

文を投稿する場合には,指 導教授を含む審査員3名 の査読を経なければならない。

2.投 稿者は,所 定の表紙に必要事項を記載 し,原 稿に添付 して提出すること。

3.原 稿はワープロで作成された完成原稿とし,未 刊行のものでなければならない。

4.原 稿の本文冒頭に,論 題,筆 者氏名,邦 文概要(300字 以内),英 文概要,5個 以内の

キーワー ド,原 稿提出日を上記の順に付すること。

5.節 番号は1,2,… と表記 し,項 番号は(1),(2),… と表記すること。

6.図 表は,図1,表1と いった表記を用い,図 表の上に書 くこと。引用 した場合には,

出所を図表の下に明記すること。

7.注 は,脚 注で表記 し,本 文中にも通 し番号を付すること。

8.参 考文献は,本 文末に一括 して リス トを作成 し,日 本語 ・外国語ともに第一著者名の

アルファベ ット順に記載すること。同一著者の論文 ・著作等は刊行年順とし,同 一年に

同一著者の論文 ・著作等がある場合には,年 号の後にアルファベ ットを付けて区別する

こと。参考文献の表記は以下の形式とする。

著 書 洋文献:著 者名(発 行年),書 名くイタリック〉,出 版社名。

邦文献:著 者名(発 行年),書 名,出 版社名。

論文等 洋雑誌:執 筆者名(発 行年),"論 題",雑 誌名くイタリック〉,巻,号,引 用

ページ。

和雑誌:執 筆者名(発 行年),「 論題」,「雑誌名』,巻,号,引 用ページ。

9.執 筆者校正は二校までとする。

10.本 誌に掲載された原稿を執筆者が他の出版物に転用する場合には,予 め文書によって

近畿大学商経学会の許可を得なければな らない。
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献 辞 浦 崎 直 浩

1980年 代のコンビニエンス ・ス トア 井 田 泰 人

ル ・クー トルの静的貸借対照表論考 興 津 裕 康

ドイツ企業情報開示の変容

会計基準国際化対応と任意情報開示の変化 郡 司 健

課税所得計算の企業会計依存性の形成過程 鈴 木 一 水

割賦販売における収益認識基準 高 須 教 夫

Matheson評 価論への基礎 竹 田 範 義

安田財閥における関係行社統轄機構の変遷 津 田 秀 雄

財務会計論序説 藤 井 秀 樹

19世紀のイギ リス鉄道会計と発生主義 村 田 直 樹

異説 ・市場経済論 渡 辺 大 介

環境情報の保証

温室効果ガス報告の保証 川 原 尚 子

ColonelBlottoGamesに ついて 寺 岡 義 伸

日程計画における2つ の計算法 羽 藤 憲 一

会計学説史の1コ マ

理論と実践の葛藤 林 良 治

ニ ックリッシュの 『経営経済原理』についての一考察 牧 浦 健 二

石油業会計と恣意性 毛 利 敏 彦

会計上のカレント・バ リューの測定をめぐる諸問題 山 口 忠 昭

製造 リー ドタイムの異なる製品の多様化戦略とパフォーマンス

日本の主要造船会社の製品戦略分析を事例として 上小城 伸 幸



所有物への人生経験の投影と消費者の廃棄行動 玉 置 了

譲渡所得における譲渡費用の該当性基準

最高裁平成18年4月20日 判決を題材にして 中 野 浩 幸

販売業務従事者の人格特性および行動指向性と業績との関係

サービス業A社 を対象として

松 山 一 紀 ・ 廣 岡 久 生

活動量の変動とコス トの変動に関する予備的考察

国立病院機構の財務データを用いた実証分析

安 酸 建 二 ・ 島 吉 伸 ・ 栗 栖 千 幸

財務諸表4本 化時代の簿記教育 和 田 博 志
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編 集 後 記

平成22年3月 末 日に田中弘先生 は近畿大学経営学部を ご退職 な されま し

た。

本論集は田中先生のご退職を機 に,学 内外の諸先生方か ら34編 もの論文を

ご寄稿 いただき700ペ ー ジ近 くにおよぶ論文集 として発行 され るは こびとな

りました。

この論文集が完成を見 ましたの も,ひ とえに執筆者 の先生方の ご協力の賜

であ り,田 中弘先生退任記念号編集委員会一 同,ご 寄稿いただ きま した諸先

生方 に深 く感謝申 し上 げます。

今 回の論文集 に関 して田中弘先生は 「退任記念論集 に自らの教 え子が5人

も寄稿 して くれていることは他には無 いのではないか。 これは自分にとって非

常な誇 りである」 とおっしゃられましたが,こ れは田中先生が長年にわたり人

材育成 にご尽力 された成果が結実 した一つの形なのではないか と思 います。

また去 る平成22年1月 に行われた退任記念最終講演において も田中先生は

これまでの教育 内容を振 り返 るだけに留 まらず,今 後 のコンピュータや情報

処理社会のあ り方 について言及 されてお られま した。先を見続 ける田中先生

のその姿勢 を我々若手研究者 も常 に見習 い,実 践 してい くべきと心を新たに

す るとともに,先 生の薫陶に心か らの感謝を捧げる次第です。

田中先生 におかれま しては くれ ぐれ もご健康に留意 され,今 後 もます ます

ご活躍 され ることを心 よ り祈念 いた します。

『商経学叢』田中弘先生退任記念号編集委員会

靹 大 輔

勝 田 英 紀

高 橋 愛 典

山 縣 正 幸
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